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エコアクション２１

株式会社⼭形メタル



環 境 経 営 ⽅ 針

制定：平成２０年９⽉１２⽇
改定：平成３１年３⽉３１⽇

株式会社 ⼭形メタル

代表取締役  庄司 正⼈

（６）継続的な改善（５Ｓ推進、原価の低減、不良の削減）を⾏い、環境負荷の
   少ない⽣産活動の推進
（７）化学物質使⽤量の削減の推進

 この⽅針は、社員教育や⽇々の事業活動を通じて全従業員に周知し、その実施
及び達成に努めます。

  当社は、事業活動を通じて、次のことに取り組みます
（１）環境関連法規制及び、当社が同意するその他の要求事項の遵守
（２）電⼒・その他燃料消費に伴う⼆酸化炭素排出量の削減の取組み
（３）廃棄物の排出量の低減、分別、再資源化
（４）節⽔の取組み
（５）環境に配慮した製品の開発及び販売促進の取組み

２、＜基本指針＞

１、＜基本理念＞
 当社は、環境保全への取組みが次世代への⾃然環境の引継ぎと、重要な経営課題で
あることを認識し、建築⽤⾦属パネルの開発・製造、機械部品の製造および⾦属加⼯
を通じた環境負荷の低減や環境に配慮した製品の提供を⽬指し、全社的な活動と⾃主
的・積極的に環境への取組みを進めてまいります。



    第⼆⼯場  ⼭形県新庄市⼤字福⽥字福⽥⼭７１１番地２２６
      技術部                 ＴＥＬ（０２３３）２８−０２１２

    東京営業所 東京都台東区東上野３−３６−７
                          ＴＥＬ（０３）６２８４−４０７３

単位 2020年 2021年 2022年
t 1,206 1,251 1,418

百万円 1,179 1,106 1,324
⼈ 123 120 120
㎡ 11,978 11,978 11,978

活動の規模
主要製品⽣産量

売上⾼
従業員
床⾯積

（６）事業年度
    ４⽉〜３⽉

２、組 織 の 概 要

      製造部

      連絡先 ＴＥＬ（０２３３）２８−０２１２
          ＦＡＸ（０２３３）２８−１０９１

    株式会社 ⼭形メタル

      ⽣産管理部建材⽣産管理課建材設計係   ＴＥＬ（０２３３）２８−０７６3
      ⽣産管理部メタル⽣産管理課       ＴＥＬ（０２３３）２８−１２７１

（１）会社名及び代表者名

（２）所在地
    本社⼯場  ⼭形県新庄市⼤字福⽥字福⽥⼭７１１番地１７
      総務部                 ＴＥＬ（０２３３）２８−１０１１
      営業部                 ＴＥＬ（０２３３）２８−１２７１

      ⽣産管理部建材⽣産管理課建材⽣産管理係 ＴＥＬ（０２３３）２８−０７６１

（５）事業の規模

（３）環境管理責任者
      取締役常務 庄司 勝⺒

      Eーmail：katsumi_shoji@y-metal.co.jp

（４）認証・登録の対象活動範囲
   建築⽤内外装⾦属パネルの開発・製造、建設機械部品の製造及び各種⾦属の

      ＵＲＬ：http://www.y-metal.co.jp

   切断・板⾦加⼯、製品の販売に関わる業務。



⑩ 実施体制の構築
① 内部監査の実施と監査結果の報告
② 監査結果に基づく是正の指⽰
① 環境経営システムの構築、実施、管理

部⾨⻑

環境事務局

環境管理
責任者

内部監査員

社 ⻑

③ 環境管理責任者を任命
④ 環境経営⽅針の策定・⾒直し・及び全従業員へ周知
⑤ 環境経営⽬標・環境経営計画の承認
⑥ 代表者による全体の評価と⾒直しを実施
⑦ 内部監査の承認
⑧ 環境経営レポートの承認
⑨ 経営における課題とチャンスと整理し、明確にする

② 決められた事を守り、⾃主的・積極的に環境経営活動へ参加
全従業員

⑥ 環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施
⑦ 環境関連の外部コミュニケーションの窓⼝
⑧ 環境経営レポートの作成、公開（事務所等に備え付けと地域事務局への送付）
① ⾃部⾨における環境経営システムの実施

⑥ ⾃部⾨の特定された緊急事態への対応の為の⼿順書作成（テスト・訓練の実施・
  記録の作成）

② ⾃部⾨の従業員に対する教育訓練の実施
③ ⾃部⾨の環境経営⽬標、環境経営計画の作成
④ ⾃部⾨に関連する環境経営計画の実施及び達成状況の報告
⑤ 特定された項⽬の⼿順書作成及び運⽤管理

3、実 施 体 制 及 び 役 割 ・ 責 任 ・ 権 限
  環境経営活動組織図

⑦ ⾃部⾨の問題点の発⾒、是正、予防処置の実施
① 環境経営⽅針の理解と環境への取組みの重要性を理解

② 環境関連法規等の取りまとめ表を承認
③ 環境経営⽬標・環境経営計画を確認
④ 環境経営活動の取組み結果を代表者へ報告
① 環境管理責任者の補佐、ｅａ２１推進委員会の事務局
② 環境負荷の⾃⼰チェック及び環境への取組みの⾃⼰チェックの実施
③ 環境経営⽬標、環境経営計画の原案を作成し部⾨⻑に提⽰
④ 環境経営活動の実績集計
⑤ 環境関連法規等取りまとめ表の作成

役 割 ・ 責 任 ・ 権 限
① 環境経営に関する統括責任者
② 環境経営システムの実施に必要な⼈、設備、費⽤、時間、技術者を準備

総務部 技術部

代表取締役

内部監査チーム

環境管理責任者

環境事務局

製造部営業部 東京営業所 第二工場生産管理部



45期 (2022年度)
売上(千万円) 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
建材 3.6 7.4 8.4 8.2 4.1 6.9 4.2 7.2 7.7 7.5 6.9 6.9 79.0
メタル 3.5 3.3 3.7 4.8 3.9 4.9 6.2 5.4 6.1 4.1 3.8 3.7 53.4
その他 0.0
計 7.1 10.7 12.1 13.0 8.0 11.8 10.4 12.6 13.8 11.6 10.7 10.6 132.4

電気量 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
使⽤量(kwh) 97,450.0 87,530.0 99,120.0 105,750.0 98,350.0 94,780.0 97,000.0 92,030.0 100,590.0 100,910.0 90,940.0 87,120.0 1,151,570.0
⼆酸化炭素排出量 50,868.9 45,690.7 51,740.6 55,201.5 51,338.7 49,475.2 50,634.0 48,039.7 52,508.0 52,675.0 47,470.7 45,476.6 601,119.5
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
使⽤量(kwh) 13,725.4 8,180.4 8,191.7 8,134.6 12,293.8 8,032.2 9,326.9 7,304.0 7,289.1 8,699.1 8,499.1 8,218.9 8,697.7
⼆酸化炭素排出量 7,164.7 4,270.2 4,276.1 4,246.3 6,417.4 4,192.8 4,868.6 3,812.7 3,804.9 4,540.9 4,436.5 4,290.3 4,540.2

排出係数： 0.522 kg-co2/kwh
丸紅新電⼒ 平成29年度調整後係数

LPG 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
使⽤量(kg) 22,093.0 13,748.0 14,212.0 15,316.0 13,176.0 13,518.0 18,551.0 15,811.0 18,679.0 20,855.0 19,139.0 15,456.0 200,554.0
⼆酸化炭素排出量 66,279.0 41,244.0 42,636.0 45,948.0 39,528.0 40,554.0 55,653.0 47,433.0 56,037.0 62,565.0 57,417.0 46,368.0 601,662.0
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
使⽤量(kg) 3,111.7 1,284.9 1,174.5 1,178.2 1,647.0 1,145.6 1,783.8 1,254.8 1,353.6 1,797.8 1,788.7 1,458.1 1,514.8
⼆酸化炭素排出量 9,335.1 3,854.7 3,523.5 3,534.6 4,941.0 3,436.8 5,351.4 3,764.4 4,060.8 5,393.4 5,366.1 4,374.3 4,544.4

排出係数： 3.000 kg-co2/kg

ｶﾞｿﾘﾝ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 1,050.0 648.0 639.0 1,026.0 533.0 992.0 870.0 764.0 956.0 969.0 707.0 759.0 9,913.0
⼆酸化炭素排出量 2,438.1 1,504.7 1,483.8 2,382.4 1,237.6 2,303.4 2,020.1 1,774.0 2,219.8 2,250.0 1,641.7 1,762.4 23,018.0
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 147.9 60.6 52.8 78.9 66.6 84.1 83.7 60.6 69.3 83.5 66.1 71.6 74.9
⼆酸化炭素排出量 343.4 140.7 122.6 183.2 154.6 195.3 194.4 140.7 160.9 193.9 153.5 166.3 173.9

排出係数： 2.322 kg-co2/l

軽油 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 710.0 273.0 846.3 555.0 343.0 705.0 668.0 452.0 1,444.0 997.0 352.0 728.0 8,073.3
⼆酸化炭素排出量 1,859.5 715.0 2,216.5 1,453.5 898.3 1,846.4 1,749.5 1,183.8 3,781.8 2,611.1 921.9 1,906.6 21,144.0
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 100.0 25.5 69.9 42.7 42.9 59.7 64.2 35.9 104.6 85.9 32.9 68.7 61.0
⼆酸化炭素排出量 261.9 66.8 183.1 111.8 112.4 156.4 168.1 94.0 273.9 225.0 86.2 179.9 159.8

排出係数： 2.619 kg-co2/l

灯油 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 328.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 176.3 4,651.8 8,325.8 9,912.0 9,980.0 4,721.0 38,095.7
⼆酸化炭素排出量 818.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 438.8 11,578.3 20,722.9 24,671.0 24,840.2 11,750.6 94,820.2
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 46.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 17.0 369.0 603.0 854.0 933.0 445.0 288.0
⼆酸化炭素排出量 114.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 42.3 918.4 1,500.9 2,125.6 2,322.2 1,107.6 716.8

排出係数： 2.489 kg-co2/l

⼆酸化炭素排出量 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
排出量(kg-co2) 122,263.9 89,154.3 98,076.9 104,985.4 93,002.6 94,179.0 110,495.4 110,008.8 135,269.6 144,772.1 132,291.4 107,264.2 1,341,763.7
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
排出量(kg-co2) 17,219.6 8,332.4 8,105.2 8,075.9 11,625.4 7,981.2 10,624.8 8,730.3 9,801.4 12,478.8 12,364.5 10,118.4 10,135.1
注）電気量、LPG、ｶﾞｿﾘﾝ、軽油、灯油の⼆酸化炭素排出量の合計

⽔道使⽤量 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
使⽤量(㎥) 286.0 180.0 307.0 283.0 321.0 293.0 360.0 281.0 354.0 246.0 331.0 324.0 3,566.0
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
使⽤量(㎥) 40.3 16.8 25.4 21.8 40.1 24.8 34.6 22.3 25.7 21.2 30.9 30.6 26.9

産業廃棄物 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 計
廃棄量(kg) 15,115.0 17,810.0 31,518.0 45,182.0 31,210.0 116,172.0 31,400.0 71,954.0 10,470.0 3,190.0 4,230.0 20,690.0 398,941.0
売上1千万当 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 通期
廃棄量(kg) 2,128.9 1,664.5 2,604.8 3,475.5 3,901.3 9,845.1 3,019.2 5,710.6 758.7 275.0 395.3 1,951.9 3,013.1

4、燃 料 使 ⽤ 量 実 績 



5、環 境 経 営 ⽬ 標 の 実 績









＜環境配慮製品の開発＞ 前期サポイン事業に採択された完全無機塗装が今年の春の⽣産を⽬処に進め
られている。これが完成すれば会社として⼤きな転機になると期待している。

＜廃棄物排出量＞

＜⽔道⽔使⽤量＞

ただ増えた量は、前年度より約1割程度なので実質削減できたと思われる。
今後も継続して削減出来るように努⼒していかなければならない。

継続して削減出来る⽅策を考えないといけない。

前年度は１０％の減と⾔う結果だったが、今回は⼤幅に増加している。
年間で前年度より120tの増加となった。

6、実 績 ・ 取 組 み 結 果 と そ の 評 価

取組計画 評価及び次の課題
＜⼆酸化炭素排出量＞ 前年度より売上が2割程度あがったためか、⼆酸化炭素排出量が増えた。

＜ＬＰＧ使⽤量＞
昨年同様、従業員⼀⼈⼀⼈の意識向上に期待したい。

物件（仕事）の内容により廃棄物の量が左右されるのは仕⽅がないが、

若⼲の削減は出来ているが、前年度とあまり変わっていない。
⾬⽔の使⽤も引き続き検討していきたい。

増減の波はあるが、前年度とほとんど変わっていない。



注）使⽤量は原単位（１,０００万当たり売上）と基準に算出
   １,０００万当たり売上はスクラップの売上を除く
  削減率は２０２０年度実績を基準に⽬標設定（根拠資料：環境⽬標設定書参照）

環境経営⽬標

⼆酸化炭素排出量の削減
⼆酸化炭素排出量（電気量、ＬＰＧ、ｶﾞｿﾘﾝ、軽油、灯油の⼆酸化炭素排出量の合計)

2018年実績 2019年実績 2020年実績 2021年実績 2022年実績 2023年⽬標
削減率 - - 107% 103% 96% 94%
排出量(kg/CO2) 10,597.1 10,319.1 10,998.8 11,364.3 10,135.1 10,338.9

電気使⽤量 排出係数： 0.5220
2018年実績 2019年実績 2020年実績 2021年実績 2022年実績 2023年⽬標

削減率 - - 15776% 66% 96% 94%
使⽤量(kwh) 10.4 9.9 1,561.8 1,038.0 1,099.2 1,151,570.0

丸紅新電⼒ 平成29年度調整後係数使⽤

ＬＰＧ使⽤量 排出係数： 0.0163
2018年実績 2019年実績 2020年実績 2021年実績 2022年実績 2023年⽬標

削減率 - - 15746% 84% 96% 94%
使⽤量(kg) 1,291.0 1,372.7 216,142.0 182,522.0 170,547.0 200,555.0

ガソリン使⽤量 排出係数： 0.0183
2018年実績 2019年実績 2020年実績 2021年実績 2022年実績 2023年⽬標

削減率 - - 15742% 93% 94% 92%
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 68.1 60.8 9,571.0 8,863.0 8,160.9 9,813.0

軽油使⽤量 排出係数： 0.0187
2018年実績 2019年実績 2020年実績 2021年実績 2022年実績 2023年⽬標

削減率 - - 15737% 148% 96% 94%
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 79.3 49.1 7,727.0 11,442.0 12,457.2 7,362.1

灯油使⽤量 排出係数： 0.0185
2018年実績 2019年実績 2020年実績 2021年実績 2022年実績 2023年⽬標

削減率 - - 15748% 104% 96% 94%
使⽤量(ﾘｯﾄﾙ) 373.6 302.0 47,559.0 49,698.0 49,510.0 38,440.0

⽔道⽔使⽤量の削減
常に節⽔に努める

7、環 境 経 営 ⽬ 標 と 計 画



環境経営計画

責任者 実施時期

各部署⻑ 通年

各部署⻑ 通年

通年各部署⻑

活動項⽬取組⽬標
通年各部署⻑

漏⽔の点検、節⽔に努める⽔道使⽤量の削減

エコドライブの徹底ガソリン使⽤量の削減

電気使⽤量の削減 休憩時間中の電気の消灯、不要な電気の消
灯に努める
冷暖房機器の適切な温度での使⽤（夏季28
度、冬季20度を奨励）

暖房機器の適切な使⽤（暖房機器は冬季20
度を奨励）
暖房機器の側から離れる際は確実に電源を
切る

灯油使⽤量の削減



評価

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

を３年間保存すること

当社は本社⼯場が対象 届出済

⼟壌汚染状況を測定し、記録を保存す

る 測定実施と記録保存済み

・亜鉛含有量 ２ｍｇ／ℓ以下 ３ヶ⽉毎

新庄中核⼯業団地は「特例団地」が適⽤

対象⼯場  敷地⾯積が、９,０００㎡以上

      建築⾯積が、３,０００㎡以上

特定施設（化成処理槽）を設置していることか

ら、⼟壌汚染状況を年⼀回測定し、結果の記録する条例

⼭形県⽣活環境の保全に関

汚染状態を測定し、結果記録の保存を

実施

点検を実施、結果を記録し、３年間記

録の保存主管理要綱

⼟壌汚染対策法

・フッ素含有量  ８ｍｇ／ℓ以下 毎⽉

特定家庭⽤機器再商品化法

⾼圧ガス取扱責任者を選任

有害物質（フッ素、クロム等）使⽤の特定施設

排出⽔測定項⽬及び⽔質⽬標値

・⽔素イオン濃度 ５．８〜８．６ 毎⽉

き渡すこと

第⼀種指定化学物質の排出量・移動量を指定さ

⼭形県特定事業場排出⽔⾃

⼯場⽴地法

作業主任者の選任、健康診断の実施

記録保管など

実施済

各届出等実施済

特定化学物質の環境への排

出量の把握等及び管理の改

善の促進に関する法律

れた⽅法で把握し、毎年６⽉末まで知事を経由

し総務⼤⾂に届出（ＰＲＴＲ対象物質）

年間１トン以上の取り扱い物質（エチ

ルベンゼン、キシレン、トルエン）を

⾼圧ガス保安法 ⾼圧ガス保安法が要求する法規制

防⽕管理者の選定

消防法の要求する法規則

労働安全衛⽣法 労働安全衛⽣法の要求する法規則

浄化槽が設置され、保守点検が⾏われ、記録が

律 ７．５ｋｗ〜５０ｋｗの空調機器及び冷凍機棟の

３年に１回以上、有資格者による点検を実施する

こと

の記録は保存

消防法

発⽣した場合は販売店に引渡し管理表

（家電リサイクル券）を受け取る

廃棄物の処理及び清掃に関

する法律

保管されていること

産廃業者との委託契約とマニフェスト

管理と保存

平成29年度調整後係数

⽔銀廃棄物の適正処理

ユニット型エアコン、ブラウン管テレビ、冷蔵

庫、冷凍庫、洗濯機の再商品化業者に適切に引

把握し届出をしている

安全衛⽣委員会活動の実施

業者による保守点検が実施され、結果

ラー（冷却装置）が対象となる

有資格者による定期点検実施済

確認⽇：2023年3⽉31⽇
8、環 境 関 連 法 規 の 遵 守 と 評 価

フロン類の使⽤の合理化及

び管理の適正化に関する法

フロンが充填された冷蔵庫を廃棄する場合

フロン類の漏えい防⽌及び漏えい量の報告 当社の該当対象設備は、レーザー⽤チ

組織の整備に関する法律

毒薬及び劇薬取締法 毒物劇物を置いてある⼯場

法規制名称 適⽤条件 遵守の記録
特定⼯場における公害防⽌ クロムなどの汚⽔等排出施設設置している⼯場

では公害防⽌統括者、資格を有する公害防⽌管

⽔質汚濁防⽌法

浄化槽法

理者及び公害防⽌代理者の選任・届出が必要

公害防⽌統括者の他、資格を有する公

害防⽌管理者及び公害防⽌代理者を選

任し届出

毒物劇薬責任者を置き届出

該当する廃棄は発⽣していない

汚染状態を測定し、結果記録の保存を

実施

特定施設（酸またはアルカリによる表⾯処理施

設）



9⽉5⽇ ⻘森新町の物件で⾊斑が発⽣し、再製作して納⼊済み。

株式会社 ⼭形メタル
      代表取締役 庄司 正⼈

１０、代 表 者 に よ る 全 体 評 価 と ⾒ 直 し の 結 果

９、外 部 情 報 の 受 付 状 況

環境経営⽅針を実現すべく、課題解決に向けた活動を⾏い⽬標を達成できたものもあったが、出来ない物もあった。
着実に⽬標を達成するためにPDCAを浸透させて改善を⽌まらせることなく回し続けられるようにしていきたい。そ
のために役職者（課⻑職）が管理者講習を受け、社員を巻き込み引っ張っていって欲しい。

原材料費等の⾼騰により今後も厳しい経営環境が懸念されるが、原価の⾒直し及び作業の⾒直しをすることで乗り越
えられると確信している。この様な状況下であっても、省エネ、⼆酸化炭素排出量の削減、廃棄物の削減などの取組
を今後も継続していく。

作業環境の改善として、来期は塗装ブースの温度管理を考えている。夏の時期は40度を超え45度に迫る環境になる
ため、作業者にかかる負担が⼤きくなっている。数年前に熱中症になる社員もいたため、環境改善に取り組み品質の
安定にもつながる努⼒をする。


